
  注：中国地域の 12年度までは公表値。13，14 年度の値は当研究所の推計値 

  資料：内閣府「国民経済計算」「県民経済計算」 

報 道 資 料

  2015・2016 年度の全国・中国地域の経済見通し（2015 年７月） 

＜中国地域は２％程度の安定した経済成長が続く＞

○当社エネルギア総合研究所は，独自に作成した計量経済モデルに最新の経済情勢を織り込んで， 

2015・2016 年度の全国・中国地域の経済見通しを以下のとおりまとめました。 

【 要 約 （中国地域経済） 】

（2015 年度） 

～企業部門の好調が持続することに加え，家計部門も持ち直すため，２年ぶりにプラス成長～ 

民間設備投資は好調な企業業績を背景に老朽化設備の維持・更新投資を中心に拡大する。民間最終消

費や民間住宅投資は雇用所得環境の改善や消費税率引き上げの影響一巡などを追い風に持ち直す。移出

入（純）は円安の進展を受けた輸出増と国内の景気回復に伴う国内他地域向けの出荷増を受けて増加す

る。一方，公的固定資本形成は建築費の高騰や人手不足などを受けて減少する。 

このように企業部門の好調が持続することに加え，家計部門も持ち直すことから，中国地域の実質経

済成長率は前年比 2.0％と２年ぶりにプラス成長となる。           （全国：前年比 1.8％） 

（2016 年度） 

～自律的な景気回復が鮮明になる上，消費税率引き上げ前の駆け込み需要も発生～ 

民間設備投資は維持・更新投資や省力化投資に加え，能力増強投資も航空機や医薬品関連など成長分

野を中心に増加する。民間最終消費や民間住宅投資は良好な雇用所得環境や 2017 年４月の消費税率引き

上げを見越した駆け込み需要の発生を受けて堅調に推移する。移出入（純）は輸出の増加がけん引役と

なるものの，駆け込み需要に対応するため中国地域外からの調達（移輸入）が増加することから増勢が

鈍化する。公的固定資本形成は引き続き減少傾向となる。 

このように民間設備投資や民間最終消費といった域内需要を中心に自律的回復の動きが鮮明になる上，

駆け込み需要の押し上げ効果もあるため，中国地域の実質経済成長率は前年比 2.0％と２年連続でプラ

ス成長となる。                              （全国：前年比 1.8％）  

なお，ギリシャ問題や中国経済の下振れなど海外経済を起点とした下方リスクには留意が必要である。 
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○2015・2016年度の全国・中国地域の経済見通し（総括表）

（上段： 兆円，下段：対前年伸び率 ％）

2014年度
(推計)

2015年度
(予測)

2016年度
(予測)

2014年度
(実績)

2015年度
(予測)

2016年度
(予測)

28.66
(1.6)

29.44
(2.7)

30.10
(2.3)

490.6
(1.6)

503.8
(2.7)

515.2
(2.3)

31.01
(-0.7)

31.64
(2.0)

32.25
(2.0)

525.7
(-0.9)

535.1
(1.8)

544.7
(1.8)

17.58
(-3.4)

17.86
(1.6)

18.22
(2.0)

307.3
(-3.1)

311.9
(1.5)

317.2
(1.7)

0.62
(-16.7)

0.63
(1.9)

0.66
(4.7)

13.2
(-11.7)

13.3
(1.0)

14.0
(4.6)

3.95
(3.3)

4.14
(4.6)

4.31
(4.1)

71.8
(0.4)

74.8
(4.2)

77.6
(3.6)

1.23
(-1.0)

1.18
(-4.0)

1.13
(-3.8)

22.8
(2.0)

22.1
(-3.0)

21.6
(-2.5)

1.43
(42.2)

1.52
(6.9)

1.55
(1.8)

－ － －

－ － －
91.9

(8.0)
98.2

(6.9)
102.8
(4.7)

－ － －
80.6

(3.7)
85.3

(5.9)
89.3

(4.6)

－ － － -1.5 1.5 1.7

－ － － 0.6 0.3 0.1

92.4
(2.3)

93.1
(0.7)

93.3
(0.3)

93.3
(2.5)

94.2
(0.9)

94.6
(0.4)

－ － －
105.3
(2.8)

104.8
(-0.4)

105.8
(0.9)

－ － －
103.4
(2.9)

103.7
(0.3)

105.0
(1.2)

○主要前提条件

・米国実質成長率……雇用所得環境の改善を背景に緩やかな景気回復が続く

・為替レート…………日米金利差拡大に伴い，やや円安方向に

・原油価格……………足元の水準から緩やかな上昇

・金融政策……………緩和的な金融政策が継続（追加の金融緩和は想定せず）

・財政政策……………公共工事は縮小傾向

・消費税率……………2017年４月に10％へ引き上げ

2014年度
(実績)

2015年度
(予測)

2016年度
(予測)

2.4 2.3 2.8

110 124 125

90.4 64 68.5

 注:1．米国実質経済成長率は暦年値 　　2．原油価格は輸入通関価格

原油価格（＄／バレル）

外需寄与度（％）

域内（国内）総支出

デフレーター※１

国内企業物価指数
(2010年=100)

消費者物価指数
(2010年=100)

米国実質経済成長率（％）

為替レート（￥／＄）

民間設備投資

公的固定資本形成
※２

移出入（純）※３

輸出

輸入

内需寄与度（％）

中国地域 全　　国

名目域内(国内)総支出

実質域内(国内)総支出
※１

民間最終消費

民間住宅投資

※:1．実質値，デフレーターは全国：連鎖方式（2005年基準），中国地域：固定基準年方式（2005年基準）による。

2. 公的固定資本形成とは，公共事業など，政府や自治体が行う社会資本整備などの投資をいう。

3．中国地域の「移出入（純）」は「移輸出」から「移輸入」を差し引いたもの。

「移輸出(移輸入）」とは，輸出（輸入），国内他地域向け（他地域から域内へ）の製品出荷額・販売額，

他地域の居住者の（居住者の域外での）観光消費などからなる。



[ 実質民間住宅投資（前年比）] 

[ 実質民間最終消費（前年比）] 

＜中国地域－主な需要項目別の見通し＞  

○民間最終消費 

～実質可処分所得の増加や消費税率引き上げ前の駆け込み需要で増加～ 

（2015年度） 

有効求人倍率の上昇やベア実施企業の増加など

雇用所得環境の改善が続く一方，消費税率引き上げ

の影響一巡や原油安によって物価上昇圧力が弱ま

るため，実質可処分所得が増加する。民間最終消費

は持ち直しの動きが鮮明となり，伸び率は1.6％と

２年ぶりにプラスとなる。 

               （全国 1.5％） 

（2016年度） 

民間最終消費は良好な雇用所得環境を受けて堅

調な動きとなる。その上，年度後半には 2017 年４

月に消費税率が 10％に引き上げられることを見越

した駆け込み需要が耐久消費財を中心に発生する。

ただし，2014 年４月と比べて増税幅が小さく，駆

け込み需要の規模は前回を下回るため，民間最終消

費の伸び率は2.0％にとどまる。 

               （全国 1.7％） 

注：中国地域の13，14年度は当研究所の推計値（以下，同様） 
資料：内閣府「国民経済計算」「県民経済計算」 

○民間住宅投資 

～建築費の高騰が押し下げ要因となるものの，雇用所得環境の改善や低金利などを受けて緩やかな増加基調～

（2015年度） 

持家や貸家は雇用所得環境の改善や低金利，相続

税対策などを受けて緩やかに持ち直す。分譲マンシ

ョンは建築費の高騰を受けて減少する一方，分譲戸

建は郊外を中心に堅調に推移する。全体でみると消

費税率引き上げの影響で大幅減少となった前年度

を上回り，民間住宅投資の伸び率は1.9％となる。 

（全国1.0％） 

（2016年度）  

雇用所得環境の改善や低金利，改築需要の高まり

などを背景に民間住宅投資は増加基調となる。また，

2016 年９月までに請負契約を完了すれば消費税率

が８％となる経過措置がとられる見込みのため，持

家や貸家を中心に駆け込み需要も発生する。民間住

宅投資の伸び率は4.7％となる。 

（全国 4.6％） 

資料：内閣府「国民経済計算」「県民経済計算」
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＜参考＞[ 通関輸出額（前年比）] 

[ 実質民間設備投資（前年比）] 

[ 実質移出入（純）（中国地域）] 

○民間設備投資 

～好調な企業業績を背景に増加～ 

（2015年度） 

企業業績の改善が顕著な製造業がけん引役とな

って，これまで先送りされてきた老朽化設備の維

持・更新投資を中心に拡大する。自動車向けやスマ

ートフォン向けの電子部品などでは能力増強投資

も行われる。民間設備投資の伸び率は全国を上回る

4.6％となる。 

（全国 4.2％） 

（2016年度） 

企業業績が堅調に推移する中，人手不足が一段と

深刻になることから，維持・更新投資に加え，省力

化投資の増加も鮮明となる。能力増強投資は海外投

資がメインとなるものの，国内投資でも航空機や医

薬品関連など成長分野を中心に増加する。民間設備

投資の伸び率は4.1％となる。 

（全国 3.6％） 

○移出入（純） 

～輸出の増加が続く～ 

（2015年度） 

円安の進展を背景に輸出が輸入以上に増加する

ほか，国内景気の回復を受けて国内他地域向けの出

荷も増加する。移輸出から移輸入を差し引いた移

出入（純）は 1.52 兆円と前年度に比べて 1000 億

円程度増加する。 

（全国の輸出 6.9％） 

（2016年度） 

輸出は米国を中心に海外経済が持ち直すことに

加え，日米金利差の拡大を背景とした円安が定着す

るため増加する。一方，消費税率引き上げ前の駆け

込み需要に対応するため中国地域外からの調達（移

輸入）も増加する。その結果，移出入（純）は1.55

兆円と前年度に比べて 300 億円程度の増加にとど

まる。    

            （全国の輸出 4.7％） 

資料：内閣府「国民経済計算」「県民経済計算」 

資料：内閣府「県民経済計算」

資料：財務省「貿易統計」，神戸税関「貿易統計」
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以  上

お問合せ先：中国電力株式会社 エネルギア総合研究所（経済産業担当）TEL:082-544-8150


